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1、 本マニュアルの運用対象者
本マニュアルの主たる運用対象者は下記の者とします。
(1) 事業主
(2) 個人番号関係事務実施者

2、 本マニュアルの目的
事業主および個人番号関係実務実施者は、個人番号ならびに特定個人情報（以下「特定個人情報等」という）の漏えい、滅失、毀損の防止など特定個人情報等の取扱いのために必要かつ適切な安全管理措置を講じなければなりません。
本マニュアルでは、物理的安全管理措置のうち個人番号関係事務を行う必要がなくなった場合の番号廃棄に関するする業務、ならびに番号廃棄が適切になされていない事実が発覚した場合の対応ついて定めています。
事業主、および個人番号関係事務実施者は、本マニュアルの内容を熟知したうえで番号廃棄の事務にあたらなければなりません。

3、 個人番号関係事務を行う必要がなくなった場合の番号廃棄について
（1） 特定個人情報の削除、機器（PCなど）及び電子媒体（CDR、USBなど）の廃棄の時期
1 個人番号関係事務を行う必要がなくなった場合で、所管法令等において定められている保存期間等を経過した場合、当該年度の○月○日に番号の削除、また機器（PCなど）及び電子媒体（CDR、USBなど）の記録を廃棄します。
※各帳票の所管法令によって定められた保存期間は本マニュアルの末尾に記載
(2) 特定個人情報の削除、機器（PCなど）及び電子媒体（CDR、USBなど）の廃棄の方法
1 特定個人情報が記載された書類を廃棄する場合、裁断・焼却・溶解等の復元不可能な手段を採用します。また、自社で対応が困難な場合は専門業者に廃棄を依頼します。
2 特定個人情報等が記載された機器（PCなど）及び電子媒体（CDR、USBなど）を廃棄する際、自社で対応する場合は専用のデータ削除用ソフトウェアもしくは強磁気を発する特殊装置を利用します。また、自社で対応できない場合は専門業者に廃棄を依頼します。
(3) 特定個人情報の削除、機器（PCなど）及び電子媒体（CDR、USBなど）の廃棄の記録
1 特定個人情報等を削除した場合、又は電子媒体（CDR、USBなど）を廃棄した場合には、削除または廃棄した情報を個人番号取扱記録簿に記録します。
1. 個人番号取扱記録簿などに記録する場合は、削除内容をその業務を行うごとに記載し、あらかじめ運用で決められた頻度で記録が記載されているかチェックします。
2. 情報システムにおいては、保存期間経過後における特定個人情報の削除とその記録を前提としたシステムを構築し削除及びその記録をとります。
2 特定個人情報の削除、機器（PCなど）及び電子媒体（CDR、USBなど）の廃棄の作業を委託する場合には、委託先が確実に削除又は廃棄したことについて、証明書等によりその記録を確認します。

4、 個人番号関係事務を行う必要がなくなった場合での番号廃棄が適切に行われなかった事実が発覚した場合の対応
1 個人番号関係事務を行う必要がなくなった場合に番号廃棄が適切に行われなかった事実が発覚した場合は、下記のとおり適切かつ迅速に対応します。
1. 事実を確認した者から事業主、個人番号関係事務実施者へ報告
2. 影響を受ける可能性のある本人への連絡
2 個人番号関係事務を行う必要がなくなった場合での番号廃棄が適切に行われなかった事実が発覚した場合は、下記のとおり再発防止措置を講じます。
1. 事業主および個人番号関係事務実施者全員参加による個人番号関係事務を行う必要がなくなった場合での番号廃棄の適正化をするミーティングを開催します。
A) 時期：事実の発覚後○日以内
B) 議事：
(1)周知----------特定個人情報の削除、機器（PCなど）及び電子媒体（CDR、USBなど）の廃棄が適切に行われなかった事実の確認
(2)問題提起---原因、ならびに課題の究明、明確化
(3)改善策------再発防止措置の構築、決定
2. マニュアル改定：個人番号関係事務を行う必要がなくなった場合での番号廃棄の適正化をするミーティング開催後○日以内に再発防止措置を本マニュアルに追記します。　
3. 個人番号関係事務を行う必要がなくなった場合での番号廃棄の適正化のミーティング終了後○日以内にミーティング議事録を全社員へ公表します。



























※所管法令によって定められた各帳票の保存期間
[image: ]




image1.emf
種別 関係書類 書類例 保存期間 起算日 根拠法令

徴収

労働保険徴収・

納付関係

労働保険概算・確定保険料申告書

一括有期事業報告書等

3年 完結の日

労働保険徴

収法施行規

則72条

雇用保険被保険者資格

雇用保険被保険者資格取得等確認 通知書、

同 転勤届受理通知書、

同 資格喪失確認通知書、

離職証明の事業主控等

4年 完結の日

雇用保険法

施行規則

143

その他雇用保険

雇用保険被保険者関係届事務等

代理人選任・解任届等

2年 完結の日

雇用保険法

施行規則

143

健保厚年 健康保険・厚生年金関係

被保険者資格取得確認、

標準報酬決定通知書、

標準報酬改定通知書等

2年 完結の日

健康保険法

施行規則

34、厚生年

金保険法施

行規則28

所得税 源泉徴収

給与所得者の扶養控除等（異動）申告書、

配偶者特別控除申告書、

保険料控除申告書等

7年

法定申告

期限

国税通則法

70～73

労災 徴収法を除く労災保険関係

療養補償給付たる療養の費用請求書、

休業補償給付支給請求書等

3年 完結の日

労働者災害

補償保険施

行j規則51

雇用


